第Ⅴ講座－第２課題
人事院の措置事項案の問題点について
１．これまでの経過の整理
（１）2012人事院報告の内容
　　2006年から実施してきた給与構造改革について、
①　地域ごとの民間賃金との較差は２％台前半に収れんしたこと
　②　地域別の較差は縮小し、安定的に推移していること
を踏まえて、「給与構造改革における地域民間賃金の反映は、所期の目的を達した」と自らが行ってきた改革が効果を上げて終了したとしていた。
（２）人事院は2013年に突如として報告
　地方における公務員給与が高いとした批判あるため人事院は、各職務の級の水準や給与カーブの設定等の俸給表構造の在り方、俸給を補完する諸手当の在り方を含め、「給与制度の総合的に見直し」に着手することを報告
○　見直しの諸課題
①　民間の組織形態の変化への対応
　　部長、課長、係長等の間に位置付けられる従業員についても官民比較の対象とする方向で検討
②　地域間の給与配分の在り方
　　地域の公務員給与が高いとの指摘を受け、地域における官民給与の実情を踏まえ、更なる見直しについて検討
③　世代間の給与配分の在り方
　　地域間給与配分の見直しと併せて、民間賃金の動向も踏まえ、50歳台、特に後半層の水準の在り方を中心に給与カーブの見直しに向けた必要な措置について検討
④　職務や勤務実績に応じた給与
　　技能労務職員の行政（二）表の水準の検討や職務や勤務実績に応じた手当や地域に関連する手当等の諸手当の見直しについて検討
（３）政府の2013年度公務員給与の改定に関わる閣議決定
政府は2013年11月15日に関わって以下の内容を閣議決定した。
①　2014年３月で特例減額を終了すること。
②　「総人件費の抑制など行財政改革を引き続き着実に推進」するとして、「給与体系の抜本改革に取り組む」ため、「早急に具体的な措置を取りまとめるよう、人事院に要請」する。
③　人事院は、「給与制度の総合的見直しに向けた検討を早急に進め、必要な勧告を行っていく」との総裁談話を発表。
以上のことが示すのは、今後も労働基本権制約という現行制度を維持しながら、人事院を利用して、公務員人件費を削減していくとの姿勢が明らかにされたもの。
（４）人事院「給与制度の総合的見直し素案」を提示
①　2014年12月９日、人事院は「給与制度の総合的見直し素案」を示し、以下の６点にわたる検討項目を明らかにした。
ア　地域間の給与配分の見直し　　　　　　　イ　昇給効果の見直し
ウ　世代間の給与配分の見直し　　　　　　　エ　技能・労務関係職種の給与の見直し
オ　諸手当の見直し　　　　　　　　　　　　カ　組織形態の変化への対応
②　給与制度の総合的見直しのなかで最大の問題は「地域間の給与配分の見直し」と「世代間の給与配分の見直し」の二つ
ア　地域間の給与配分の見直し
＜人事院報告＞
民間賃金指数の低い12県をひとつのグループとして、官民較差の率の差を算出した結果、２ポイント台半ばの較差があり、見直しが必要と報告。
　　※　賃金構造統計基本調査のよる民間賃金指数の低い12県
　　　　東北地方（４県）　　　－青森、岩手、秋田、山形
　　　　中国地方（２県）　　　－鳥取、島根
　　　　四国地方（１県）　　　－高知
　　　　九州・沖縄地方（５県）－佐賀、長崎、宮崎、鹿児島、沖縄
　　　　（政令指定都市は長崎市しか含まれていない）
＜問題点＞
★　民間賃金指数の低い県は、地理的に散在しているが、それを１グループとして、新たな較差を生み出したのは非常に恣意的といえるもの。
★　現時点においても、国家公務員の本府省勤務者と地域手当費支給地との間には、２割を超える水準差が存在している。
★　職務給の原則、同一価値労働・同一賃金の原則に矛盾している。
★　国家公務員に関しては職員間の配分変更の問題だが、仮に地方公務員に同じ考え方が強制されれば、結果として賃金水準そのものの引き下げに直結する。
イ　世代間の給与配分の見直し
＜人事院報告＞
50歳台後半層の官民逆較差は依然として大きいため、給与カーブの見直しが必要であり、５ポイント程度引き下げの検討が必要。
＜問題点＞
★　官と民では、人事管理（管理職への昇任など）の違いが大きい。給与水準のピークは民間では50代前半だが公務員は50代後半にピークとなる。
★　給与カーブ見直しは、50歳台後半の大幅賃金引下げにとどまらず、さらに若い世代への引き下げ影響もありうる。
	人事院・政府の本当の狙いは、2006年の給与構造改革により6,000億円もの地方交付税を削減できたことを踏まえて、「地方公務員給与費にある」と見るべきである。


（５）2014春闘期における人事院と公務員連絡会の交渉における人事院の主張
○　２回目の人事院協議（2014年1月22日）
①　地域間給与配分の見直し
　　給与構造改革では、地域ブロック別の官民給与の較差を指標として、所期の目的を達成したもの。しかしながら、地域の公務員給与に対して、民間賃金の低い地域を中心に依然として公務員給与が高いのではないかとの指摘もある。大都市部を含まない民間賃金の低い地域＝「賃金構造基本統計調査」による都道府県別の所定内賃金の平均額が低い方から４分の１となる12県を一つのグループとして官民給与の比較を行った。このグループの官民給与の較差と全国の較差との率の差は２ポイント台半ばとなり、一定の給与較差が確認された。
②　世代間給与配分の見直し
　　50歳台後半層における官民の給与差は、経過措置額の廃止を考慮しても５％程度の給与差が存在。50歳台前半や40歳台では公務の方が民間をやや下回る傾向。若年層の水準に配慮。55歳超の1.5％減額措置は、俸給表の見直しとセットで検討。
③　諸手当の見直し
　　原資の範囲内の見直し。どの手当をどこまで改善するか、人材の確保や職員の士気・組織活力の維持・向上に資するよう幅広く検討。
④　昇給効果の見直し
　　標準以下の昇給号俸数は変更しない。上位の昇給区分の分布率については検討。
⑤　技能・労務関係職種の給与の見直し
　　行（二）の給与水準については、民間における給与水準を考慮した見直しを行う必要。
⑥　組織形態の変化への対応
　　調査対象職種とする職種は、民間給与実態調査に向けて調査方法等を詰める。給与比較における対応関係についてはその後に判断。
○　３回目の人事院協議（2014年3月12日）
（１）地域間給与配分の見直し
①　公務は民間の大企業のやり方とは対応していない。直ちに格差が「公務は大企業の２倍だから問題だ」というのではなく、公務の特殊性を踏まえた上での結果。
②　東京は公務の方が低い一方、地域よっては公務が高いといわれる中で、12県を出してみたら実質的に較差が存在した。あまりに乖離すると、国民の信頼、公務における適正配分の観点からもどうか。
③　全国で均一的な公共サービスを提供するのを否定している訳ではなく、どこまでの差であればいいか追求している。一番低いところに合わせるのではなく、全体の４分の１であり、かつデータ的としても今までの地域ブロックと同程度以上安定性が確保できることから12県とした。
④　世論があるからすぐ下げるのではなく、12県で事実としてあるかどうかラス比較を行い検証した結果である。
⑤　被災地については、全体の配分の最適化を図った上で手当を検討。
（２）世代間給与配分の見直し
①　官民の人事管理上の違いを踏まえても50歳台後半層における官民の給与差は是正する必要。給与構造改革における経過措置が平成26年３月末に廃止された後も、50歳台後半層の官民の給与差は、なお相当程度残ることが想定。
②　行（一）５級等では最高号俸に到達している職員の割合が多いなどの俸給構造、在職実態のゆがみが存在。俸給表の構造の在り方について検討。
③　職員構成の高年齢化、平均年齢の上昇が続く状況の中で、定年延長のタイミングまで待つのではなくて、検討を進める必要がある。
（６）５月22日に人事院が給与制度の総合的見直し措置事項案を提案
　　春闘段階の議論は平行線で修了したが、当初、春闘期に措置案が示されるとされていたが、全国で取り組みを進めた署名や人事院内部の調整に時間を要し、措置事項案の提示が５月22日までずれ込んだ。
２．人事院の措置事項案の内容とその解説
	１　俸給表の見直し
　地域の公務員給与について、地域ごとの民間賃金の水準をより的確に反映したものとなるよう、俸給水準を引き下げることとする。あわせて、世代間の給与配分の適正化を図るため、俸給カーブの見直しを行う。
(1) 行政職俸給表（一）について次の改定を行う。
ア　民間賃金の低い地域（都道府県別の平均賃金が低い方から12県）における官民の給与差を踏まえて、俸給水準を引き下げる。
イ　各職務の級・号俸について、俸給表水準の引下げ率と同率で引下げを行うことを基本とする。ただし、世代間の給与配分の適正化を図るため、次のような調整を行う。
(ｱ) １級及び２級の初任給に係る号俸は引下げを行わない。
(ｲ) 50歳台後半層の職員が多く在職する高位号俸の引下げ率は、50歳台後半層の官民の給与差を考慮して設定する。なお、その際には40歳台、50歳台前半層までの職員の給与水準に与える影響にも留意する。
※　級構成の再編は行わない。


【解　説】
①　民間賃金の低い地域（都道府県別の平均賃金が低い方から12県）における官民の給与差を踏まえて、俸給水準を引き下げる方法。











②　１級及び２級の初任給に係る号俸は引下げない。
初任給は少なくとも１級26号俸、２級11号俸までは引下げを行わないイメージ。
　※　2006年の給与構造改革では旧１級から旧３級まで（30歳まで）は給与水準を引き下げなかった。
	(2) 行政職俸給表（一）以外の俸給表（医療職俸給表（一）を除く。）について次のとおり改定を行う。
ア　行政職俸給表（一）以外の俸給表については、行政職俸給表（一）との均衡を基本とし、各俸給表における50歳台後半層の職員の在職実態等にも留意して見直しを行う。
イ　行政職俸給表（二）３級以上については、勤務先企業に直接雇用されている自家用自動車運転手の給与水準も考慮して調整を行う。
(3) 俸給等の1.5％減額支給措置の廃止
　俸給表において世代間の給与配分の適正化のための措置を講じることから、当分の間の措置として実施されている55歳を超える職員（行政職俸給表（一）６級相当以上）に対する俸給等の1.5％減額支給措置は廃止する。


【解　説】
①　行政職俸給表（一）以外の俸給表について
※　指定職についても、行政職（一）との均衡を基本に考える。
※　全体を同じように平均的に俸給水準を下げた上で、50歳台後半層が多い部分の在職実態を分析して、範囲をできるだけ小さくして、そこに平均より高い下げ幅をかけていく。それを他の俸給表にも書き写していくのが基本的な考え方。
②　行政職俸給表（二）３級以上について
※　行政職（二）３級以上について、強めに引き下げることにしており、対応号俸という観点からすれば、行政職（一）からの上乗せの引下げはあり得る。自家用自動車運転手の比較については、活用の仕方も含めて現在検討中。
	２　地域手当の見直し
　地域手当の支給割合等について、現行制度との連続性、円滑な制度移行等を考慮し、次のとおり措置する。
(1) 俸給水準の引下げに伴い、支給地域を拡大する。
(2) 各級地区分の支給割合は、次のように設定する。
ア　１級地（東京都特別区）及び２級地の支給割合については、俸給水準の引下げ幅、他の級地の支給割合とのバランス等を考慮して設定する。
イ　３級地以下の支給割合については、現行の支給割合を基本に設定する。
　各級地の指定基準については、俸給水準の引下げ幅等を踏まえた修正を行う。
 (3) 支給地域の指定に用いている「賃金構造基本統計調査」のデータを平成15年～平成24年の10年分に更新し、これに基づき支給地域の見直しを行う。
これに伴う下位の級地区分への変更は１段階までとする。


【解　説】
○　地域手当の支給割合と支給要件
①　支給地域については「人口５万人以上の市」において、民賃指数95以上（賃金構造基本統計調査の10年間の平均）の場合に３％～15％を支給（東京都23区には18％）。
　②　指定基準を満たさない地域のうち、地域手当が支給されている県庁所在地または人口30万人以上の市への通勤者率（パーソントリップ）が一定以上の町村に３％を支給。
【級地別支給割合】
	級　地
	１級地
	２級地
	３級地
	４級地
	５級地
	６級地

	支給割合
	18％
	15％
	12％
	10％
	６％
	３％


【民間賃金指数による支給率区分】
	支給率区分
	民間賃金指数

	３％
	95.0以上　　　99.5未満

	６％
	99.5以上　　 103.0未満

	10％
	103.0以上     106.0未満

	12％
	106.0以上　　 111.0未満

	15％
	111.0以上


【通勤者率（パーソントリップ）に基づく地域手当の指定基準】
	支給地域（中心市）の
支給区分
	当該地域から中心
市への通勤者率
	地域手当率

	３％
	50％以上
	３％

	６％
	40％以上
	

	10％
	30％以上
	

	12％
	20％以上
	

	15％以上
	10％以上
	


○　措置事項案の考え方
①　「５万人以上の市、パーソントリップ補正」は踏襲。
②　行政地域は制度改正の施行日とする。
③　俸給表引下げ幅と３％等地域手当の刻みとのズレについては、現在の３級地12％を15％に、４級地10％を12％というように置き換える方策も検討。見直しに伴う下位区分の級地区分への変更は１段階まで。上位区分への変更の取扱いは検討中。
④　支給区分の境目のところでは区分が上下する可能性があるため、すべてが水準維持とはならない。
	３　昇給の見直し
　上位の昇給号俸数を抑制し、昇給区分Ａを６号俸以上、昇給区分Ｂを５号俸とする。あわせて、上位の昇給区分の適用について、各府省の職務の実情等を踏まえて、より適切かつ柔軟に勤務成績の反映が行えるよう、運用基準の見直しについて検討を行う。


【解　説】
昇給区分については、昇給号俸を一律抑制することが基本。しかし、各省庁の事情により、場合によっては場合によっては６号俸に上乗せすることも可能にすることを検討。昇給枠は現行の枠を維持する。
	４　諸手当の見直し
　人材確保の重要性や円滑な人事の運営の要請等を踏まえ、単身赴任手当、異動した場合の地域手当の取扱いその他職務・勤務実績に応じた手当の見直しについて引き続き検討を行う。
※　このほか、気象データ（30年平均）の10年ぶりの更新に対応し、寒冷地手当について地域区分の見直しに向けた検討を行う。


【解　説】
①　単身赴任手当について
※　単身赴任手当について、金額を中心に検討。（民間の支給実態を踏まえて）
②　「異動した場合の地域手当の取扱い」は支給割合、支給期間を含めた検討を行う。
③　寒冷地手当については、基本的にはメッシュデータの入れ替えに基づく支給地域区分の見直しや北海道内の支給実態を踏まえた支給水準の見直しを検討。2004年の基準について変更するかどうかは不明。
④　その他、広域異動手当、本府省業務調整手当の課長補佐相当職の検討、特別給の勤勉手当の割合等も検討対象の候補。
３．人事院勧告期までの取り組み
　道本部第119回中央委員会「当面の闘争方針第２号議案」のとおり。
【道本部第119回中央委員会　第2号議案「当面の闘争方針」抜粋】
「給与制度の総合的見直し」に対する取り組み
１．若干の経過と情勢
（１）人事院との交渉の進捗状況と春闘段階の到達点


①　昨年12月に人事院より示された「素案」に対する協議は年明けから春闘期にかけて数度にわたり行われましたが、「何故この時期に見直しを行うか」とした公務員連絡会側の率直な疑問に対し、人事院からの説明は納得のいく説明が一切なされていません。３月上旬に実施した第１次ブロック別上京行動において、地方の実情について人事院に対して訴えてきましたが、その後実施された春闘段階の交渉においてさえ、見直しありきの姿勢を回答するなど、交渉は平行線となっています。
②　今回の給与制度の総合的見直しについての検討作業において課題なのは、国家公務員の賃金・労働条件の変更につながるだけでなく、地方公務員への影響が必至であるにもかかわらず、地方六団体等へ情報提供、地方からの意見集約などが一切行われずに作業が進められていることです。今後は各地方自治体の意見を総務省等を通して明らかにするなどの取り組みの強化が必要です。
③　2014春闘期において取り組んだ人事院総裁宛の組織内署名行動は、公務員連絡会全体では　2,440,479筆を集約し、自治労は全国1,515,651筆、北海道段階205,982筆を集約しました。北海道段階においては、目標の組合員一人５筆には届かなかったものの、2005年給与構造改革時と同程度の取り組みとなりました。公務員連絡会の各組織における組合員数比では、林野労組・日教組・国公連合・全水道において組合員数の２倍を超える筆数を集約したのに対し、自治労総体として組合員数の1.8倍に止まりました。こうした結果を受け止め、自治労としては人勧期の山場にむけて、取り組みの強化の必要性など、組織総体へ再徹底し、取り組みを進めていくこととしています。
④　この間、全国から集約された署名を背景にして中央・地方において取り組みを進めてきましたが、現段階において人事院の姿勢は「何が何でも見直しが必要」とする一方、「公務員連絡会の意見を聞く」とした確認に止まっており、極めて厳しい情勢の下での協議となっています。当初は春闘段階において、素案より一歩進んだ「措置事項案」が示されるものと考えられておりましたが、この間の公務員連絡会との協議や人事院総裁の変更、総務省検討会の日程等の事情により、５月22日に示されました。
⑤　今回の「措置事項案」は、2013報告以降初めて、人事院が総合的見直しの具体的措置の方向を示すものとなりますが、今後、人事院はこの「措置事項案」をもとに、勧告期にむけた検討を進めるもものと考えられます。「措置事項案」が「素案」を踏襲したもので、基本方向は何ら変更されていないため、地域間や世代間の給与配分の見直しの目的が地方公務員の賃金水準、さらには地方交付税の大幅な削減が目的であるという視点を全体化しながら、中央や地方において最大の山場である人事院勧告期にむけたたたかいを展開し、見直しをさせない取り組みに組織の総力を傾注していく必要があります。
（２）民間給与実態調査の内容と寒冷地手当の動向
①　人事院は2014年度の民間給与実態調査（民調）について、調査期間は例年どおり、５月１日～６月18日に行うことを明らかにしています。調査内容について、例年と異なる主な点ついては、ア）査定昇給における標準と最上位の状況、イ）諸手当は、通勤手当・家族手当と、本年は地域手当を対象に調査（時間外手当・住居手当については調査せず）、ウ）寒冷地手当は北海道の事業所のみ対象として調査実施（調査項目は、制度の有無、決定要素、世帯主の標準的支給水準）、エ）再雇用者の無年金期間における給与水準、オ）技能・労務職種は派遣・委託については除外（昨年は調査）し、直接雇用者のみ調査実施。また、自動車運転手については、派遣・委託労働者についても調査する－と説明しています。
②　特に寒冷地手当については、人事院が示した「措置事項案」においては、基本的にはメッシュデータの入替による級地区分や支給額の変更が想定されています。しかし、「基準を絶対に変えない」とは現時点では言い切れないとしていることからも、場合によっては「基本的な制度の変更」もあり得ることも想定しながら、地域指定の見直しや民調に基づく支給水準（手当額）の見直しなど、検討が進められるものと受け止める必要があります。
（３）総務省、検討会を設置し、人勧後の対応を検討開始
①　総務省は「地方公務員の給与制度の総合的見直しに関する検討会」を５月１日に設置し、人勧後の地方におけるあり方について、研究者（学識経験者）との検討を開始しました。検討会は非公開ですが、議事録は公表されることとされており、自治労本部等では総務省に対して意見の内容など議事の詳細の公表を求めています。
②　この検討会では地方団体及び労働組合からの意見聴取が行われる予定であり、早ければ６月にも意見聴取の実施が見込まれています。今後は第２回目の検討会が５月下旬に行われ、労働側のヒアリングが６月24日と予定されているなど、月１～２回程度の検討会を予定し、報告書は、夏に中間とりまとめ、人勧後に秋までの短期間で最終報告がまとめられる予定です。
２．基本的な考え方と取り組みの基本
（１）給与制度の総合的見直しに対する考え方
①　給与制度の総合的見直しに対しては、これまでどおり俸給表水準の引き下げ、地域間格差の拡大、技能・労務職員の給与水準引き下げには反対するとの姿勢を堅持し、人勧期までのたたかいに全力をあげます。
②　さらに、世代間配分の見直しなどは、給与制度を見直せば解決するというような問題ではなく、人事管理全般の見直しが必要であり、俸給表の改定で処理しようとする手法は極めて拙速であることを厳しく追及します。
（２）取り組みの基本
①　引き続き、自治労本部・公務員連絡会に結集し、人勧期まで対応を強化します。
②　その際、人事院に対しては、給与制度の総合的見直しについては、公務員連絡会と十分な交渉・協議を行い、あくまで合意に基づいて作業を進めるよう、強く要請します。
③　地方公務員への影響も極めて大きいこと、さらに地方経済への影響が極めて大きいことを考慮し、自治労全体の取り組みとして、人事院対策に積極的に関与すると同時に、北海道段階においては、国公連合や他の地公産別と連携して、運動の構築をはかります。
３．人勧期までの中央行動等、公務員連絡会の主な行動日程
（１）2014人勧にむけた人事院への要求書提出は６/19または６/20を予定します。
（２）中央段階においては、適宜交渉・協議を配置するとともに、下記のとおり、集会等を実施します。
①　地方公務労協「東ブロック人勧期方針説明会」
　　＜東ブロック＞
日時：６月11日（水）13:00～
参加地域：北海道、東北、関東甲、長野
場所：福島市
②　第２次ブロック別上京行動
日時：7月８日（火）～10日（木）（北海道・東北ブロックは７月８日（火）12:00～）
日程：前半の部12時開始／後半の部15時開始
規模： 500人規模（うち自治労300人＝３月期上京行動の２倍の規模）
※　参加要請は別途
③　中央行動・総決起集会
日時：7月29日（火）
場所：日比谷大音楽堂（野音）
規模：3000人（うち自治労1500～2000人）
※　参加要請は別途
④　全国統一行動
　　要求の実現にむけて次のとおり設定し、時間外職場集会を開催します。
(ｱ)第１次全国統一行動　６月16日の週
　　　（対人事院要求書提出の翌日）
(ｲ)第２次全国統一行動　７月10日（木）
　　　（第２次ブロック別状況行動最終日）
(ｳ)第３次全国統一行動　７月29日（火）
　　　（中央行動にあわせて）
(ｴ)第４次全国統一行動　８月上旬
　　　（人事院勧告日の翌日）
⑤　大型はがき行動の取り組み
　　公務員連絡会としては個人はがき行動の提起がありましたが、自治労としては、大型はがき行動として、全ての単組・職場単位から、人事院に対して、組合員の署名と要求事項の寄せ書きを作成し送付することしています。
　道本部としては、こうした自治労本部の提起を踏まえて、大型はがき行動について、全ての単組・総支部において以下のとおり取り組むこととします。
(ｱ) 取り組みの期間
　  　公務員連絡会の要求書提出（6/19ないし20）以後より７月25日（金）まで、切れ目無く人事院へ届くように取り組むこととします。
(ｲ) 大型はがきの内容と配布方法
　　　大型はがきの内容は＜別記１＞のとおりとしますが、大型はがきについては、単組の組合員数１割を目安に単組に対して送付します。到着後（概ね６月９日の週の後半）から、取り組みを開始します。（全道庁労連は単組縦で総支部・支部へ配布します。）
(ｳ) 取り組みの範囲とその方法
　　　取り組みの範囲は組合員を中心として取り組みますが、消防職員・退職者会会員に対しても最大限協力を求めます。
　大型はがきに各職場における組合員署名や要求事項の記載を行い、寄せ書きを作成します。なお、記載する要求事項は以下の内容を参考に、創意・工夫ある表現で作成することとします。
　　　＜要求事項の記載例＞
　　・　意図的に選りだした12県の官民較差に基づく給与制度の総合的見直しには反対！
　　・　中央省庁の給与水準を引き上げ、地方に勤務する職員の給与引き下げ断固反対！
　・　地域手当異動保障はお手盛り制度であり、即座に廃止せよ！
　　・　全国展開する民間企業では２０％以上の給与格差はない。地域配分の見直しは職務給の原則や同一価値労働同一賃金の原則に反するので見直しは行わないこと。
　・　世代間の配分見直しは、人事管理と合わせて検討すべきであり、単に引き下げ強要は認めない。
　・　寒冷地手当については、寒冷・積雪地域の生計増嵩費を考慮して、支給額を増額せよ。
　・　広域異動手当は地方公務員にも支給可能とすべき。
(ｴ) 集約したはがきの送付方法
　各単組においてとりまとめ、直接人事院へ送付することとします。はがき１枚ごとに送付すると費用が多額となることを考慮して、各単組でとりまとめて、数回に分けて送ることとします。（全道庁労連は単組縦で集約します。）
(ｵ) 取り組みの報告について
　　　別紙報告用紙に基づき、集約した大型はがきの枚数および取り組んだ組合員数を集約して、道本部へ７月末日までに報告します。
＜別記１＞－大型はがきのイメージ（裏面）
　　※　表面は「人事院総裁　一宮　なほみ　様」の宛名のみ印刷

	


＜別記２＞
	給与制度の総合的見直しに反対する大型はがき行動取り組み集約表
（報告期限７月末日）
単組名　　　　　　　　　　　　　　　担当者名　　　　　　　　　　　
送付日
大型はがき数
組合員署名数
備　　考
／
／
／
／
／
／
／
／
／
／
／
／
／
／
／
合　　計
　　　　　枚
　　　　　人
※　備考欄には、取り組みに協力していただいた消防職員や退職者会会員の人数を内数として記載願います。
（ＦＡＸ番号　011-700-2053　道本部賃金労働部宛）



⑥　職場決議の取り組み
　　公務員連絡会としては、構成組織の全ての単位において、別記に基づく決議を採択し、決議文を７月８日12時から予定している北海道・東北ブロック別要請行動において提出することとしています。
　道本部としてはこうした取り組みの提起を踏まえ、最大限決議数を確保することを目標に以下のとおり取り組むこととします。
(ｱ) 取り組みの期間
　　　2014人事院勧告期第１次全国統一行動日（6月20日か21）に予定している時間外職場集会を皮切りに、７月２日（水）までの間に職場集会を開催して取り組むこととします。
(ｲ) 決議の内容
　　　＜別記４＞のとおりとします。
　　　決議文のデータは各地方本部へ送信しますので、地方本部は全単組へ配信願います。
(ｳ) 取り組みの範囲
　　　決議については、単組・総支部の基本組織はもちろんのこと、消防職員協議会・退職者会を含めてあらゆる機関（青年部、女性部、現業評議会などの補助機関・支部・分会・班など）から上げることを目標に取り組むこととします。
(ｴ) 職場決議の集約について
　職場決議の集約は、単組ごとに集約し、道本部賃金労働部まで、別紙２の報告書を添付して期限までに到着するように取り組むこととします。道本部は全道から集約された決議を集約し、７月３日（木）には自治労本部へ送付することを予定しています。
（全道庁労連は単組縦で集約します。）
＜別記３＞
	給与制度の総合的見直しに反対する職場決議集約表
（集約期限７月２日）
単組名　　　　　　　　　　　　　担当者名　　　　　　　　　
　　　
職場決議数　　　　　　　　　　　　　通
（送付先　道本部賃金労働部宛）



＜別記４＞－職場決議の内容
	人事院による「給与制度の総合的見直し」の撤回を求め、十分な交渉・協議と合意を求める決議（案）
　日本経済は2013年から物価上昇傾向が続き、2014年４月からは消費税も8％に引き上げられた。デフレからの脱却には、労働者の可処分所得が維持・確保されることが最重要課題であり、地方公務員もその労働者の一員であることは、疑いようのない事実である。
　一方、人事院は、2013年８月の人事院勧告の際に示した「給与構造の抜本的改革」の具体化を進めている。これは、政府が「総人件費抑制のために、給与体系の抜本改革に取り組む」ことを2013年11月15日に閣議決定し、あわせて早急に具体案を取りまとめることを人事院に要請したことと、同調しているものである。
今、さらなる制度見直しに取り組もうとする人事院の姿勢は、明らかに、政府・自民党の意向に応えようとするものだが、人事院は、政治からの「中立・公正」「第三者性」を常に強調しているが、その役割と使命を放棄していると言わざるを得ない。さらに、地域の国家公務員給与の引き下げを通じて地方公務員の給与までも一方的に引き下げることを企図するものであり、断じて容認することはできない。
また、寒冷地手当にあっては、寒冷・積雪地域の生計増嵩費を改めて定義し直し、寒冷地手当法を維持して、灯油価格の上昇を考慮して支給額の引き上げを検討すべきである。
以上を踏まえて、私たちは、人事院に対して、下記事項の実現を強く要求する。
一．恣意的に新たな官民較差を算出して行おうとしている、地域間配分の見直し・俸給表水準の引き下げ案を撤回すること。
一．官民の人事管理の違いを無視した世代間配分の見直し案を撤回すること。
一．寒冷地手当については、寒冷地手当法の維持を前提に、灯油価格の上昇に配慮し、支給額を引き上げること。
一．これらの見直しが重大な勤務条件の変更であることを認識し、公務員連絡会との十分な交渉・協議、合意の上で検討作業を進め、拙速な勧告は行わないこと。
　私たちは、人事院が意図している地域の公務員賃金の一方的引き下げが、地域の民間労働者にマイナスの影響を与え、地域経済への打撃と停滞をもたらすことを強く憂慮する。地域間格差の拡大に反対し、政府・自民党・人事院による公務員給与引き下げ阻止に向け、最後までたたかい抜くものである。
　以上、決議する。
2014年６月○○日
自治労○○市（町村）職員組合
執行委員長　○　○　○　○　　　印
※　支部の場合は○○支部長○○○○、分会の場合は○○分会長○○○、班の場合は○○班班長○○○○、評議会の場合は○○評議会議長○○○○などと記載
※　支部・分会・班・評議会印がない場合は単組印で代用しても可



４．北海道段階における地方産別と連携した取り組み
（１）取り組みの基本的な考え方
　①　中央・国公における課題とせず、人事院・総務省・政府に対し、「見直し反対」の意見反映にむけ、中央・地方一体的に取り組むこととします。
　②　さらに、人事院が勧告した場合であっても、人事委員会・当局が国公の俸給表引き下げに追随することのないよう、確定期までを想定した取り組みを展開します。
③　人事院の「措置事項案」提示後、速やかに、他の地方産別と連携し、首長要請・交渉など、各種の取り組みを進めます。
④　下記（２）①②における取り組みは、６月13日（金）までに、「地方公務員法（人事評価制度の導入等）の改正に伴う対応について」の取り組みとも合わせて実施します。
（２）「措置事項案」提示後の具体的取り組み内容
「措置事項案」が提示されましたので、自治労本部・公務員連絡会において、これから「措置事項案」について人事院との交渉・協議が強化されます。それと平行して、自治労本部は公務労協地公部会と連携し、地方三団体への申し入れ・協議を実施、総務省対策の強化をはかることとしています。このような中央段階の取り組みをしっかりと地方から支える対応として以下のとおりの取り組みを展開します。
①　北海道段階の取り組み
ア）地公三者共闘や札幌市労連と連携し、北海道・札幌市人事委員会へ要請行動を実施します。
イ）北海道公務労協として、人事院北海道事務局に対する要求の提出を実施します。また、北海道知事（北海道市町村担当課）、北海道市長会、北海道町村長会への要請行動を検討・実施します。
ウ）さらに、自治労東北地連組織等とも連携し、ブロック知事会・市長会・町村会への要請についても検討します。
②　単組段階の取り組み
すべての自治体単組は、別紙２の要請書に基づき、首長要請・交渉を実施します。その際、別記にあるような資料を活用して、地方公務員給与が不当に低く抑えられていることなどを説明することとします。
　※要請書の表紙は地方本部を通じて各単組へ配布いたします。また、各単組は要請書提出日、交渉実施日、当局回答等を各地方本部へ報告願います。
（３）その他の取り組み
①　北海道集会の開催
ア）「措置事項案」提示後、北海道公務労協として計画する集会・学習会等に結集します。その際、地域経済への影響等含め、研究者・自治体関係者などが講師やパネリスト等となる「シンポジウム」形式での開催も追求します。
　　また、道内主要都市での集会・学習会等を計画し、北海道内に勤務する国公・地公の組合員が結集可能な取り組みを追求します。
イ）給与制度の総合的見直しの問題点、確定闘争期までの方針の共有化をはかることとします。
②　寒冷地手当への対応
　「寒冷地手当制度の見直しに対する取り組み」の項参照のこと。
【別紙１－要請書（市長会・町村会）】
２０１４年○○月○○日
○○○市長会（町村会）　
　会長　○　○　○　○　様
自治労北海道本部
執行委員長　山上　潔
自治労○○地方本部
執行委員長　○○○○
給与制度の総合的見直しについての要請書
　日頃より、地方行財政の確立と住民福祉の向上・地域活性化のためにご奮闘されていますことに敬意を表します。
　さて、人事院は５月22日に給与制度の総合的見直しに係る「措置事項案」を示しましたが、この内容は昨年12月に示された素案を踏まえ、2006年実施した給与構造改革と同様な手法により、俸給表全体の水準を引き下げて、民賃の高い地域にさらに地域手当を拡大するなど、地域に働く公務労働者の給与を不当に低下させようとするものです。
　地方公務員の給与の引き下げは、消費税引き上げなどで物価上昇基調にある中、消費拡大の停滞を招かぬように政府が民間賃金を引き上げ要請していることにも逆行しており、地域における民間労働者の賃金水準のみならず、地方経済へ大きな影響が危惧されるものです。
　また、この間、公務員給与については「政争の具」として扱われ、これ以上給与の引き下げを強要することは、職員の志気の低下を招くだけでなく、ただでさえも専門職の確保が困難とされた新たな人材の確保にも悪影響を与えることは明らかです。
　私たちはこのような引き下げを前提とした、拙速な「給与制度の総合的見直し」に対して断固として反対するのであり、以下の点について、貴職の考え方を明確に示すとともに、関係各方面に対して、反対の意を表明いただくよう要請します。
記
１．給与制度の拙速な見直しについて反対意見を地方六団体等を通じて総務省・人事院に対して申し入れること。
２．地方における給与水準は、それぞれの地域の民間給与水準とのラスパイレス比較を基に労使間で決定してきており、国とは異なり地域における民間賃金との乖離が指摘される状況にはないことを明らかにすること。
３．給与水準または世代間の配分問題についても、人事構成上、国とは異なる実態にあることを明らかにして、見直しを行わないこと。
４．人事院において勧告がなされ、国において制度見直しが行われた場合においては、安易に国に追随した見直しを行うことなく、制度見直しにあっては、労使間の協議と合意を前提とすること。
５．行政職（二）表適用職員（技能・労務職員等）については、すでに給与水準が低位に据え置かれていることから、これ以上の引き下げは行わないこと。
【別紙２－要請書（首長）】
２０１４年○○月○○日
○○市（町村）長　
　○　○　○　○　様
自治労北海道本部
執行委員長　山上　潔
自治労○○地方本部
執行委員長　○○○○
自治労○○市（町村）職員組合
執行委員長　○○○○
給与制度の総合的見直しについての要請書
　日頃より、地方行財政の確立と住民福祉の向上・地域活性化のためにご奮闘されていますことに敬意を表します。
　さて、人事院は５月22日に給与制度の総合的見直しに係る「措置事項案」を示しましたが、この内容は昨年12月に示された素案を踏まえ、2006年実施した給与構造改革と同様な手法により、俸給表全体の水準を引き下げて、民賃の高い地域にさらに地域手当を拡大するなど、地域に働く公務労働者の給与を不当に低下させようとするものです。
　地方公務員の給与の引き下げは、消費税引き上げなどで物価上昇基調にある中、消費拡大の停滞を招かぬように政府が民間賃金を引き上げ要請していることにも逆行しており、地域における民間労働者の賃金水準のみならず、地方経済へ大きな影響が危惧されるものです。
　また、この間、公務員給与については「政争の具」として扱われ、これ以上給与の引き下げを強要することは、職員の志気の低下を招くだけでなく、ただでさえも専門職の確保が困難とされた新たな人材の確保にも悪影響を与えることは明らかです。
　私たちはこのような引き下げを前提とした、拙速な「給与制度の総合的見直し」に対して反対するのであり、以下の点について、貴職の考え方を明確に示すとともに、関係各方面に対して、反対の意を表明いただくよう要請します。
記
１．給与制度の拙速な見直しについて反対意見を地方六団体を通じて総務省・人事院に対して申し入れること。
２．地方における給与水準は、それぞれの域の民間給与水準とのラスパイレス比較を基に労使間で決定してきており、国とは異なり地域における民間賃金との乖離が指摘される状況にはないことを明らかにすること。
３．給与水準または世代間の配分問題についても、人事構成上、国とは異なる実態にあることを明らかにして、見直しを行わないこと。
４．人事院において勧告がなされ、国において制度見直しが行われた場合においては、安易に国に追随した見直しを行うことなく、制度見直しにあっては、労使間の協議と合意を前提とすること。
５．行政職（二）表適用職員（技能・労務職員等）については、すでに給与水準が低位に据え置かれていることから、これ以上の引き下げは行わないこと。
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※　2006年の見直しで平均4.8%引き下げられた。





東京都の賃金水準を民間並みに引き上げ
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